

（工事：総合評価）

総合評価一般競争入札参加申込書

大阪府総務部契約局長　様

【JV名称】（単体企業の場合は下の商号又は名称欄に記入）
「○○△△建設共同企業体」
住所（JVの場合、代表構成員）
商号又は名称（　　　　〃　　　　）
代表者名（支店長名）（　　　　〃　　　　）
　　（押印不要）
＜担当者連絡先＞
部署名　　　　　
担当者名　　　　
電話番号　　　　
FAX番号　　　　
メールアドレス　

大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）発注の下記工事における総合評価一般競争入札に参加したいので、本申込書を提出します。なお、提出する申込書の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
事実と相違することが判明した場合は、入札を無効とされても、又は落札決定を取消されても異議ありません。

記

１．工　事　名　　　一般府道　（新）三林岡山線　橋梁下部工事（いぶき野工区）

２．誓約事項
	確認チェック欄
	☐
	※以下の内容を確認し、□に✔点を記入すること



『電子入札公告』及び『大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。））総合評価一般競争入札共通入札説明書』に規定されている入札参加資格をすべて満たしていること並びに大阪府建設工事電子入札心得（以下「心得」という。）を遵守していることを誓約します。
特に、心得第３条の２（関係会社の参加制限）各号に該当する者が本件入札に参加しないことを確認したことを誓約します。
	大阪府建設工事電子入札心得　第３条の２（関係会社の参加制限）の概要
　他の入札参加者との関係において、次のいずれにも該当しない。
・ 会社法第２条第３号の２に規定する「親会社等」「子会社等」の関係
・ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係
・ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を兼ねている
・ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を兼ねている
・ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を兼ねている
・ 事業所を同じくする
・ その他入札の公正さが阻害されると認められる関係



※大阪府建設工事電子入札心得に違反した場合、提出された入札書を無効にします。併せて大阪府入札参加停止要綱による入札参加停止措置を行います。
	[bookmark: _Hlk198120783]（入札等）
大阪府入札参加停止要綱　別表　【抜粋】
二　入札参加資格者、役員等又は使用人が、府発注工事等の入札等の事務の執行に当たり、　－中略－　に該当するとき。
(2)　入札心得又は公募型プロポーザル方式応募提案・見積心得に違反し、府発注工事等の契約の相手方として不適当であると認められる場合


なお、以下については、特に内容を熟知した上、入札に参加することを併せて誓約します。

（１）営業所の所在地要件について【電子入札公告で「営業所等の所在地」の要件を指定している場合】
・ 令和８年４月１日時点（令和８年４月１日以降に新規に入札参加資格登録をした場合にあっては、入札参加資格登録時点）の入札参加資格登録において届け出た「大阪府と契約する営業所等」の所在地が、電子入札公告で示す要件を満たしています。
	営業所等の移転又は大阪府と契約する営業所等の変更等を行った場合は特にご注意ください。
入札参加申請時点で営業所が移転されている場合でも、令和８年４月１日時点の大阪府と契約する営業所の所在地が要件を満たしている場合は本入札にご参加いただけます。この場合、入札参加申請時に自動審査で参加資格『無』と通知される場合がありますので、電子入札システムにより参加資格『無』の理由に対する質問を行ってください。



（２）技術者について
・ 『電子入札公告』に規定されている技術者を適正に配置します。
・ 専任性を求められる場合は、特定建設業又は一般建設業の許可要件である「経営業務の管理責任者」及び「営業所における専任技術者」以外の者を配置します。

（３）事後審査資料の提出について
・ 事後審査資料（配置技術者調書及び照合書類並びに施工実績を証明する書類等）の提出を義務付けている入札について、事後審査資料の提出の連絡を受けた場合は、電子入札公告に明示している「提出期限」及び「提出場所」をご確認の上、事後審査資料を提出します。
	落札候補者には、契約局から連絡しますので、電子入札公告に明示している「提出期限」及び「提出場所」を必ずご確認の上、事後審査資料を提出してください。
事後審査資料を提出しない場合は、当該落札候補者の入札が無効となりますので、注意してください。
なお、入札が無効となった場合は次順位者に事後審査資料の提出を求めます。次順位者へは、契約局から連絡をしますので、電子入札公告に明示している「提出期限」及び「提出場所」を必ずご確認の上、事後審査資料を提出してください。



（４）営業所の実態について
「大阪府と契約する営業所等」については、以下のすべての事項を満たしています。
・ 当該営業所において、建設業許可の標識が提示されていること
・ 当該営業所において、営業に関する帳簿等が備付けられていること
・ 当該営業所において、電話・机など什器備品の設備があり、適切に作動すること

（５）営業所の現地調査のため、契約局職員が営業所に立入り調査を行う場合は、調査に立会うとともに、写真撮影や現物確認、その他の調査に協力します。
また、職員が撮影した写真その他調査に関する資料が、大阪府から建設業許可行政庁その他関係機関に提供されることに同意します。
	営業所の現地調査とは、落札候補者が以下の確認対象に該当した場合に、契約局職員が営業所内部に立ち入り、「標識の掲示の有無」、「営業に関する帳簿の備付けの有無」、「電話・机など什器備品の有無」などの確認を行うものです。
その際、必要な項目が確認できなければ、営業所の実態がないものとみなし、提出された入札書を無効にします。
また、営業所の現地調査に応じないとき、又は現地調査において契約局職員を妨害したときは、営業所の実態がないものとみなし、併せて大阪府入札参加停止要綱による入札参加停止措置を行います。
なお、確認対象となった場合は、事前に連絡します。

【確認対象】
原則として、以下のいずれかに該当する落札候補者
・ 公告日を起算日とした過去10年間に本府と契約締結した実績がない者
・ 公告日を起算日とした過去10年間に本府から指名された実績がない者
・ 営業所の実態に関して疑いがある旨の通報があった者
・ その他、本府において確認が必要と認める者



＜留意事項＞
１．システムによる入札参加申請にあたっては、必要事項を記載した本紙のみをシステムに添付してください。
２．入札参加資格の自動審査について
大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）発注の電子入札案件では、共通入札説明書に記載のとおり、入札参加申請時にシステムによる自動審査を行いますが、案件の条件設定によっては自動審査の項目であってもシステムでの審査を行えない場合があります。
したがって、入札参加申請時にシステムから入札参加資格が『有』の通知を受けていても、事後審査の結果、電子入札公告で求める入札参加資格要件をすべて満たしていなければ、その入札は無効となります。
電子入札公告に示す入札参加資格の条件を必ずご確認ください。
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